
 

教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律案 要綱 

 

第一 総則 

 一 目的（第一条関係） 

   この法律は、児童生徒等の尊厳を保持するため、教育職員等による児童生徒性暴力

等の防止等に関する施策を推進し、もって児童生徒等の権利利益の擁護に資すること

を目的とすること。 

 二 定義（第二条関係） 

   「学校」、「児童生徒等」、「児童生徒性暴力等」、「児童生徒性暴力等の防止等」、「教

育職員等」及び「特定免許状失効者等」について、それぞれ定義規定を置くこと。 

 三 児童生徒性暴力等の禁止（第三条関係） 

   教育職員等は、児童生徒性暴力等をしてはならないこと。 

 四 基本理念（第四条関係） 

  １ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策は、教育職員等による

児童生徒性暴力等が全ての児童生徒等の心身の健全な発達に関係する重大な問題で

あるという基本的認識の下に行われなければならないこと。 

  ２ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策は、児童生徒等が安心

して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わず教育職員

等による児童生徒性暴力等を根絶することを旨として行われなければならないこと。 

  ３ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策は、被害を受けた児童

生徒等を適切かつ迅速に保護することを旨として行われなければならないこと。 

  ４ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策は、児童生徒性暴力等

をした教育職員等に対する懲戒処分等について、適正かつ厳格な実施の徹底を図る

ための措置がとられることを旨として行われなければならないこと。 

  ５ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策は、国、地方公共団体、

学校、医療関係者その他の関係者の連携の下に行われなければならないこと。 

 五 国等の責務（第五条から第十条まで関係） 

   国、地方公共団体、任命権者等、学校の設置者、学校及び教育職員等の責務につい

て、それぞれ定めること。 

 六 法制上の措置等（第十一条関係） 

   国は、法制上又は財政上の措置その他の必要な措置を講ずるものとし、地方公共団

体は、財政上の措置その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとすること。 

 

第二 基本指針（第十二条関係） 

  文部科学大臣は、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策を総合的

かつ効果的に推進するための基本的な指針を定めるものとすること。 

 

第三 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止に関する措置 

 一 教育職員等及び児童生徒等の啓発（第十三条及び第十四条関係） 

   国、地方公共団体等は、教育職員等及び児童生徒等に対し、児童生徒性暴力等の防



 

止のため、啓発等を行わなければならないこと。 

 二 データベースの整備等（第十五条関係） 

   国は、データベースの整備その他の特定免許状失効者等に関する正確な情報を把握

するために必要な措置を講ずるものとし、都道府県の教育委員会は、情報の迅速な記

録その他必要な措置を講ずるものとすること。 

 三 児童生徒性暴力等対策連絡協議会（第十六条関係） 

   地方公共団体は、児童生徒性暴力等対策連絡協議会を置くことができること。 

 

第四 教育職員等による児童生徒性暴力等の早期発見及び児童生徒性暴力等への対処に関

する措置等（第十七条から第二十一条まで関係） 

  国、地方公共団体、学校の設置者、学校、教育職員等、児童生徒等からの相談に応じ

る者及び保護者は、教育職員等による児童生徒性暴力等について、それぞれの立場に応

じて、通報、調査、保護、支援その他の適切な措置をとらなければならないこと。これ

らの措置は、教育職員等以外の学校において児童生徒等と接する業務に従事する者につ

いて準用すること。 

 

第五 特定免許状失効者等に対する教育職員免許法の特例等 

 一 特定免許状失効者等に対する教育職員免許法の特例（第二十二条関係） 

   特定免許状失効者等については、再び免許状を授与するのが適当であると認められ

る場合に限り、再び免許状を授与することができること。 

 二 都道府県教育職員免許状再授与審査会（第二十二条及び第二十三条関係） 

   都道府県の教育委員会は、特定免許状失効者等に再び免許状を授与するに当たって

は、あらかじめ、都道府県の教育委員会に置く都道府県教育職員免許状再授与審査会

の意見を聴かなければならないこと。 

 

第六 附則 

 一 施行期日（附則第一条関係） 

   この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行し、データベースに係る規定は公布の日から起算して二年を超えない範囲内

において政令で定める日から施行すること。 

 二 経過措置（附則第二条関係） 

   教育職員免許法の特例は、この法律の施行の日以後に児童生徒性暴力等を行ったこと

により、特定免許状失効者等となった者に係る免許状の再授与について適用すること。 

 三 検討（附則第七条関係） 

   教育職員等以外の学校において児童生徒等と接する業務に従事する者による児童生

徒性暴力等の防止に関する措置の在り方、児童生徒等と接する業務に従事する者の資

格、児童生徒等に性的な被害を与えた者に係る照会制度の在り方等について政府によ

る検討の条項を設けること。 


